
法人格あり

賦課金で研究開発
（賦課金は研究費として経理）

欠損金が累積しない

大学・公的研究機関の
加入が可能

株式会社・合同会社に
組織転換が可能

二者でも設立可能

試験研究用固定資産は
圧縮記帳が可能

（法人税がかからない）

産学が連携した
研究開発の推進母体として

活用が可能

特 徴

農林水産技術会議事務局研究推進課
産学連携室産学連携調整班
代表： ０３－３５０２－８１１１（内線：５８９４）
直通 ： ０３－３５０２－５５３０

問い合わせ先


